
公益財団法人東京都農林水産振興財団 

 

第１ 監査の目的 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第７項に基づき、都が補助金等を交付して

いる団体について、対象事業が補助等の目的に沿って適切に行われているかを監査する。 

 

第２ 監査の対象 

１ 監査対象団体及び局 

区分 監査の対象 実地監査期間 監査の範囲 

団体 
公益財団法人東京都農林水産振興

財団 

令和元年 10月 9日から

同月 23 日まで 平成 29 年度及び平成 30 年

度の補助対象事業 
局 産業労働局 

令和元年 10月 8日及び

24 日 

 

２ 団体の概要 

設立の目的 

農林水産業の担い手となる後継者の確保育成、森林保全整備、緑化推進事

業等を行い、都市と調和する農林水産業の振興、うるおいと活力ある都民

生活の向上、感性豊かな次世代の育成に寄与することを目的として設立 

主 な 沿 革 

平成 3 年 3 月 財団法人東京都農林水産業後継者育成財団と社団法人東

京都野菜価格安定資金協会を統合して設立 

平成 10 年 4 月 財団法人東京都森林整備公社と統合 

平成 22 年 4 月 公益財団法人制度に基づく公益財団法人に移行 

事業の概要 

・ 後継者等の確保、起業等、農林水産事業者への技術支援 

・ 法律等に基づき行う生産者に対する経営安定対策 

・ 種苗生産など農林水産資源の拡大 

・ 分収林などの森林整備及び林業の振興奨励 

・ 緑の募金及び緑化の推進 

・ 堆肥生産など環境保全型農業の推進 

・ 農林水産業に関する調査・試験研究及びその成果の普及 

・ 農林水産業についての都民への情報提供、普及啓発 

・ 東京都立食品技術センターの管理・運営 

所 在 地 東京都立川市富士見町三丁目 8番 1号 

組 織 事務局（5課）及び農林総合研究センター（食品技術センター含む） 
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人 員 

役員 10 名（理事長 1 名、理事 7 名、監事 2 名、うち常勤 2 名、非常勤 8

名） 

職員 221 名 

都

と

の

関

係 

出えん 基本財産 11 億 8,748 万円のうち、0円 

基金への出えん 

（表 1） 

18 億 2,017 万余円（平成 29 年度末残高） 

18 億 7,658 万余円（平成 30 年度末残高） 

補助金（表 2） 
5 億 8,825 万余円（平成 29 年度交付額） 

6 億 6,127 万余円（平成 30 年度交付額） 

貸付金（表 3） 
6 億 2,159 万余円（平成 29 年度末残高） 

5 億 5,854 万余円（平成 30 年度末残高） 

事業の委託 

（表 4） 

13 億 8,762 万余円（平成 29 年度委託料） 

11 億 7,336 万余円（平成 30 年度委託料） 

経常収益に占め
る都からの収益  

（表 5） 

経常収益 29 億余円のうち、25 億余円（87.7％） 

財産の貸付（表 6） 土地（1万 5,676.21 ㎡）及び建物（8,399.66 ㎡）を有償貸付（減額あり）

職員の派遣等 
常勤職員 134 名を都から派遣 

常勤役員 1名及び常勤職員 4名が都退職者  

東京都政策連携

団体等 （注 2） 

都は団体を東京都政策連携団体に指定し、財政・事業運営の指導監督を行

っている。 

 

 

経営目標の 
達成状況に係
る評価結果 

平成 29 年度：Ｂ  平成 30 年度：Ｂ  

公の施設の管理

運営（表 7） 

9,398 万余円（平成 29 年度指定管理料） 

1 億 112 万余円（平成 30 年度指定管理料） 

 
指定管理者 
運営状況評価 

平成 29 年度：Ａ+  平成 30 年度：Ａ+ 

  （注１）上記数値等は平成３１年３月３１日現在 

  （注２）平成３１年４月１日より、従来の「東京都監理団体」「その他報告を受ける団体（報告団

体）」の基準・名称等の見直しが行われ、「東京都政策連携団体」又は「事業協力団体」と

して指定されている。 
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（表１）出えん金（取崩し型）残高                    （単位：百万円） 

出えん金名 

（基金名） 

平成 28
年度末 
残高 

平成 29 年度 平成 30 年度 

出えん額 取崩し額
年度末 
残高 出えん額 取崩し額 

年度末 
残高 

花粉の少ない森

づくり基金 
258 652 604 306 681 396 591

にぎわい施設で

目立つ多摩産材

推進事業基金 

1,000 0 0 1,000 0 137 862

森林認証取得支

援基金 
117 0 20 96 0 11 85

分収林経営安定

基金第Ⅱ期 
494 0 199 295 0 68 226

農家認証取得支

援基金 
238 0 159 78 0 4 74

水産認証取得支

援基金 
103 0 61 42 0 6 35

合計 2,213 653 1,046 1,820 681 625 1,876

 

（表２）補助金の交付状況                         （単位：千円） 

補助金名 根拠 
補助対象 

（補助率） 

交付額 

平成 
28 年度 

平成 
29 年度 

平成 
30 年度 

公益財団法人東

京都農林水産振

興財団補助金 

公益財団法人

東京都農林水

産振興財団補

助金交付要綱 

財団の管理運営に要する

経費（補助率：10/10） 
186,864 181,639 208,993

青梅畜産センタ

ー事業費補助金 

青梅畜産セン

ター事業費補

助金交付要綱 

青梅畜産センター事業の

管理運営に要する経費

（補助率：10/10） 

110,686 116,928 139,521

有機農業堆肥セ

ンター事業費補

助金 

有機農業堆肥

センター事業

費補助金交付

要綱 

有機農業堆肥センター事

業の管理運営に要する経

費（補助率：10/10） 

31,046 31,278 38,681

トウキョウＸ生

産拡大事業費補

助金 

トウキョウＸ

生産拡大事業

費補助金交付

要綱 

生産者への技術指導に要

する経費（補助率：10/10）
19,865 18,605 5,073

東京都畜産振興

総合対策事業費

補助金 

東京都畜産振

興総合対策事

業費補助金交

付要綱 

肉用子牛生産者補給金制

度に係る生産者積立金の

助成等に要する経費（補

助率：10/10） 

2,901 2,980 2,917

東京都農林水産

業普及啓発事業

補助金 

東京都農林水

産業普及啓発

事業補助金交

付要綱 

農林水産業の普及啓発事

業に要する経費（補助

率：10/10） 

59,481 61,569 69,943
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補助金名 根拠 
補助対象 

（補助率） 

交付額 

平成 
28 年度 

平成 
29 年度 

平成 
30 年度 

東京農業情報発

信事業費補助金 

東京農業情報

発信事業費補

助金交付要綱 

無料情報誌作成及び農業

情報ＰＲ等に要する経費

（補助率：10/10） 

32,609 20,361 30,180

東京都青年農業

者確保育成推進

事業費補助金 

東京都青年農

業者確保育成

推進事業費補

助金交付要綱 

就農支援・相談等に要す

る経費（補助率：10/10）
12,968 3,096 3,114

東京都女性・青

年農業者育成対

策事業費補助金 

東京都女性・

青年農業者育

成対策事業費

補助金交付要

綱 

就農コンシェルジュや女

性農業者確保のＰＲ等に

要する経費（補助率：

10/10） 

- 2,520 4,392

東京都農地保有

合理化事業費補

助金 

東京都農地保

有合理化事業

費補助金交付

要綱 

農地集積をするための農

地売買等の支援等に要す

る経費（補助率：10/10）

4,003 4,141 4,056

東京都農業構造

改革支援事業費

補助金（農地中

間管理事業） 

東京都農業構

造改革支援事

業費補助金交

付要綱 

意欲ある農業者への遊休

農地賃借等に要する経費

（補助率：10/10） 

9,301 9,475 -

農林水産物認証

取得支援事業補

助金 

農林水産物認

証取得支援事

業補助金交付

要綱 

農林水産物認証取得の管

理運営等に要する経費

（補助率：10/10） 

9,498 10,020 8,966

東京都野菜供給

確保対策事業費

補助金 

東京都野菜供

給確保対策事

業費補助金交

付要綱 

野菜価格下落時の生産者

補給資金造成に要する経

費（補助率：1/2） 

1,649 87 472

東京都地域特産

野菜供給確保対

策事業費補助金

（野菜価格安定

対策事業） 

東京都地域特

産野菜供給確

保対策事業費

補助金交付要

綱 

野菜価格下落時の生産者

補給資金造成等に要する

経費（補助率：1/2） 

664 740 778

東京都森林整備

補助金（森林施

業造林） 

東京都森林整

備補助事業実

施要領 

民有林における森林整備

に要する経費（補助率：

40/100～58/100） 

80,743 61,410 73,637

森林循環促進事

業補助金 

森林循環促進

事業補助金交

付要綱 

花粉対策等（杉等の伐採

及び植樹等）に要する経

費（補助率：10/10） 

39,747 40,153 30,938

林業労働環境整

備事業費補助金 

林業労働環境

整備事業費補

助金交付要綱 

林業従事者への労働環境

整備等に要する経費（補

助率：10/10） 

5,481 6,853 6,796

林業労働力対策

事業費補助金

（宿舎借り上

げ） 

林業労働力対

策事業費補助

金 交 付 要 綱

（宿舎借り上

げ助成） 

新規就業者等への宿舎借

り上げに要する経費（補

助率：10/10） 

1,080 1,914 1,864
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補助金名 根拠 
補助対象 

（補助率） 

交付額 

平成 
28 年度 

平成 
29 年度 

平成 
30 年度 

林業労働力対策

事業費補助金

（林業就業者対

策事業） 

林業労働力対

策事業費補助

金 交 付 要 綱

（森林整備担

い手確保対策

事業） 

林業就業者に行う技能研

修等に要する経費（補助

率：10/10） 

446 308 120

林業新規就労者

育成支援事業費

補助金 

林業新規就労

者育成支援事

業費補助金交

付要綱 

新規就業者に行う技能研

修の管理運営等に要する

経費（補助率：10/10） 

- 13,493 13,858

にぎわい施設で

目立つ多摩産材

推進事業事務費

補助金 

にぎわい施設

で目立つ多摩

産材推進事業

事務費補助金

交付要綱 

にぎわい施設での多摩産

材利用推進事業の管理運

営等に要する経費（補助

率：10/10） 

1,639 674 1,603

林業事業体のレ

ベルアッププロ

ジェクト事業費

補助金 

林業事業体の

レベルアップ

プロジェクト

事業費補助金

交付要綱 

林業事業体が行う基盤整

備や労働安全対策等に要

する経費（補助率：10/10）

- - 14,209

東京の森林を支

える未来の担い

手育成支援事業

補助金 

東京の森林を

支える未来の

担い手育成支

援事業補助金

交付要綱 

東京都緑の少年団活動等

に要する経費（補助率：

10/10、1 少年団当たり上

限 10 万円） 

- - 1,154

合計 610,682 588,254 661,276

 

（表３）貸付金残高                            （単位：千円） 

貸付金名 
平成 28 年

度末 
残高 

平成 29 年度 平成 30 年度 

借入額 償還額 
年度末 
残高 借入額 償還額 

年度末 
残高 

公益財団法人

東京都農林水

産振興財団貸

付金（分収林） 

744,268 35,568 207,152 572,684 14,832 69,446 518,069

就農支援資金

貸付金 
57,470 - 9,265 48,205 - 8,162 40,043

林業就業促進

資金貸付金 
981 - 274 707 - 274 433

合計 802,719 35,568 216,691 621,596 14,832 77,882 558,545
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（表４）主な委託事業                           （単位：千円） 

事業名 
委託料 

平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度

農作業サポーター支援事業 3,539 9,391 10,175

チャレンジ農業支援事業 30,986 31,916 35,010

苗木生産供給事業 242,464 229,664 202,026

森の技術者育成事業 2,569 1,189 1,767

東京都ＧＡＰ（注）推進事業 - - 2,761

都有保健保安林利用調整事業 943 999 999

とうきょう林業サポート隊事業 54,617 56,364 49,541

都行造林地管理運営業務 37,833 33,819 39,271

多摩産材情報センター事業 32,552 32,369 32,023

農林総合研究センター事業 619,039 631,241 483,022

農薬残留安全追跡調査事業 500 500 -

受託研究東京都事業 82,850 23,556 28,357

食品技術センター施設整備事業 6,725 51,681 -

食品技術センター事業 98,243 93,985 101,129

栽培漁業センター事業 99,606 109,440 106,328

奥多摩さかな養殖センター事業 68,686 81,507 80,954

合計 1,381,157 1,387,628 1,173,368

（注）ＧＡＰとは、農業において、食品安全、環境保全、労働安全等の持続可能性を確保するた

めの生産工程管理の取組のことである。また、東京都ＧＡＰは、農林水産省の「農業生産工

程管理（ＧＡＰ）の共通基盤に関するガイドライン」に完全準拠したもので、都では、農家

の認証取得を推進している。 
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（表５）経常収益に占める都からの収益の推移            （単位：百万円、％） 

科目 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

 構成比  構成比  構成比

合計 2,905 100  3,249 100   2,905 100  

 

 

 

 

都からの収益 2,539 87.4 2,869 88.3 2,548 87.7

受取補助金 609 21.0 588 18.1 660 22.7

受取補助金等振替額 15 0.5 8 0.3 9 0.3

受取基金等 533 18.4 885 27.3 704 24.3

受託収益 1,381 47.5 1,387 42.7 1,173 40.4

他の収益 365 12.6 380 11.7 357 12.3

公益目的事業会計 2,700 92.9 3,085 95.0 2,706 93.1

 

都からの収益 2,390 82.3 2,724 83.8 2,373 81.7

 

受取補助金 461 15.9 445 13.7 489 16.9

受取補助金等振替額 13 0.5 5 0.2 5 0.2

受取基金等 533 18.4 885 27.3 704 24.3

受託収益 1,381 47.5 1,387 42.7 1,173 40.4

他の収益 310 10.7 361 11.1 332 11.4

収益事業等会計 56 1.9 19 0.6 30 1.0

 

都からの収益 7 0.3 7 0.2 9 0.3

 
受取補助金 6 0.2 5 0.2 6 0.2

受取補助金等振替額 1 0.1 1 0.1 3 0.1

他の収益 48 1.7 12 0.4 20 0.7

法人会計 148 5.1 144 4.4 169 5.8

 

都からの収益 141 4.9 137 4.2 164 5.7

 
受取補助金 140 4.8 136 4.2 164 5.7

受取補助金等振替額 0 0.0 0 0.0 0 0.0

他の収益 6 0.2 6 0.2 4 0.2

  （注）団体の会計は、公益事業に係る収支を公益目的事業会計、生産安定対策事業に係る収支を

収益事業等会計、管理部門に係る収支を法人会計に区分している。 
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（表６）公有財産の貸付状況                      （単位：㎡、千円） 

分類 施設名 目的 
種類 

使用料 

（年額）土地 建物 

行政財産 

東京都農林総合研

究センター青梅庁

舎 

貯木場整備用地として使用す

るため 
13,540.33 - 14,672

東京都青梅合同庁

舎 

団体（花粉対策室等）の事務

室 
- 166.87 1,771

青梅畜産センター 
青梅畜産センター事業を実施

するため 
2,135.88 5,409.45 5,242

有機農業堆肥セン

ター 

有機農業堆肥センター事業を

実施するため 
- 2,318    2,313

東京都農林総合研

究センター立川庁

舎本館 

団体（本部）の事務室 - 505.34 4,827

  （注）東京都行政財産使用料条例（昭和３９年東京都条例第２６号）第５条第２項に基づき減免

（土地は３０％、建物は５０％それぞれ減額）している。 

 

（表７）公の施設の管理運営状況                      （単位：千円） 

施設名 

（所在地） 
指定管理期間 

指定管理料 

平成 
28 年度 

平成 
29 年度 

平成 
30 年度 

東京都立食品技術センター 

（東京都千代田区神田佐久間町一丁

目 9番地、東京都産業労働局秋葉原庁

舎内） 

平成 28.4.1 

～令和 3.3.31 
98,243 93,985 101,129
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第３ 監査の結果 

１ 運営に関する事項 

本監査では、公益財団法人東京都農林水産振興財団（以下「財団」という。）の補助対象事業に

ついて、主に、補助等の目的に沿って適正かつ効果的に事業が行われているか、補助金等に係る

会計経理等は、適正に行われているかなどの着眼点から、総勘定元帳、伝票、証ひょう等を抽出

により検証した。 

その結果、監査を実施した限りにおいて、指摘及び意見・要望事項は認められなかった。 

 

 （１）事業実績 

東京の総面積の約４割を占める農地や森林は、都民に身近な生産地として新鮮で安全・安心

な農林水産物を提供するとともに、自然環境の保全や災害時の防災機能など多面的機能を備え、

良好な生活環境を形成する都民の貴重な財産となっている。 

一方で、東京の農林水産業を取り巻く環境は、担い手の高齢化や後継者不足、農地の減少、

木材価格の低迷等により、厳しい状況にある。 

こうした中、財団では、東京の農林水産業を活力ある産業として発展させるため、都、区市

町村及び関係団体と密に連携して、担い手の確保育成や経営支援のほか花粉の少ない森づくり

に向けた森林整備と多摩産材の利用拡大、種畜・種苗の供給などの事業を着実に実施した。さ

らに、東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会を機に、都内産農林水産物をＰＲする

ための情報発信や東京 2020 大会への農産物提供を可能にする「東京都ＧＡＰ認証制度」の推進

を図った。 

このほか、農林総合研究センター、栽培漁業センター及び奥多摩さかな養殖センター事業に

ついては、主に都からの受託により事業を行ったところである。 

また、東京都立食品技術センターの運営等については、都の指定管理者として、技術相談、

研修会、情報提供等を実施し、都内中小食品関連業者の技術の向上と都民の食の安全・食生活

の充実に寄与した。 

今後とも、局及び財団は、都内農林水産業の担い手となる後継者の確保育成や、振興発展の

ため、効果的な補助対象事業等の取組を推進していくことが望まれる。 
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第４ 運営状況の概要 

１ 運営状況 

（１）事業実績 

ア 補助対象事業（詳細は「参考資料」のとおり） 

  （単位：千円） 

事業名 
実績 

平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度

1 財団の運営 186,864 181,639 208,933

2 青梅畜産センター事業 110,686 116,928 139,521

3 有機農業堆肥センター事業 31,046 31,278 38,681

4 トウキョウＸ生産拡大事業 19,865 18,605 5,073

5 畜産振興総合対策事業 2,901 2,980 2,917

6 農林水産業普及啓発事業 59,481 61,569 69,943

7 東京農業情報発信事業 32,609 20,361 30,180

8 青年農業者確保育成推進事業 12,968 3,096 3,114

9 女性・青年農業者育成対策事業 - 2,520 4,392

10 農地保有合理化事業 4,003 4,141 4,056

11 農業構造改革支援事業 9,301 9,475 -

12 農林水産物認証取得支援事業 9,498 10,020 8,966

13 野菜供給確保対策事業 1,649 87 472

14 地域特産野菜供給確保対策事業 664 740 778

15 森林整備（森林施業造林） 80,743 61,410 73,637

16 森林循環促進事業 39,747 40,153 30,938

17 林業労働環境整備事業 5,481 6,853 6,796

18 林業労働力対策事業（宿舎借り上げ） 1,080 1,914 1,864

19 林業就業者対策事業 446 308 120

20 林業新規就労者育成支援事業 - 13,493 13,858

21 にぎわい施設で目立つ多摩産材推進事業 1,639 674 1,603

22 
林業事業体のレベルアッププロジェクト

事業 
- - 14,209

23 
東京の森林を支える未来の担い手育成支

援事業 
- - 1,154

 

イ 都の貸付金による事業 

  （単位：千円） 

事業名 
実績 

平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度

1 分収林事業 171,734 207,152 69,446

2 就農支援資金貸付事業 11,022 9,265 8,162

3 林業就業促進資金貸付事業 274 274 274
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ウ 都の出えん金による事業 

  （単位：千円） 

事業名 
実績 

平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度

1 森林循環促進事業（花粉の少ない森づくり） 611,851 604,452 396,134

2 分収林事業 164,500 199,711 68,283

3 にぎわい施設で目立つ多摩産材推進事業 - - 137,898

4 森林認証取得支援事業 9,336 20,976 11,513

5 農家認証取得支援事業（注） 1,046 159,933 4,334

6 水産認証取得支援事業（注） - 61,018 6,860

（注）事業規模縮小のため、平成２９年度に、農家認証取得支援事業については、実績額のうち

１５７，３１２千余円を、水産認証取得支援事業については、実績額のうち５８，９６５千

円をそれぞれ都に返還している。 

 

２ 参考資料 

（１）主な補助対象事業の実績 

事業名 平成 29 年度 平成 30 年度 

青梅畜産センター事業 

家畜・家きんの配布 

トウキョウＸ：103 頭 

東京しゃも：25,408 羽 

東京うこっけい：14,473 羽 

家畜・家きんの配布 

トウキョウＸ：80 頭 

東京しゃも：28,632 羽 

東京うこっけい：14,264 羽 

有機農業堆肥センター事業 

堆肥生産 

有償頒布量：399.7 トン 

無償頒布量：1.3 トン 

視察・研修等受入れ：55 人 

堆肥生産 

有償頒布量：407.5 トン 

無償頒布量：2.0 トン 

視察・研修等受入れ：87 人 

畜産振興総合対策事業 

生産者積立金対象頭数 

黒毛和種：62 頭 

交雑種：6頭 

生産者積立金対象頭数 

黒毛和種：55 頭 

交雑種：5頭 

農林水産業普及啓発事業 
ウェブサイト「TOKYO GROWN」の

管理運営など 

ウェブサイト「TOKYO GROWN」の

管理運営、リニューアルなど 

東京農業情報発信事業 
無料情報誌の作成・配布 

30 万部 

無料情報誌の作成・配布 

75 万部 

青年農業者確保育成推進事

業 

就農相談活動：136 件 

意向調査：51 名 

農林水産業技術交換大会：65 名 

就農相談活動：145 件 

意向調査：46 名 

農林水産業技術交換大会：72 名 

女性・青年農業者育成対策事

業 

農業体験研修：6件 

農業技術研修：4件 

女性向けツアー：2回 

女性新規就農者等交流会：2回 

女性新規就農者等マルシェ：1回

研修・ツアー等参加者計：27 名 

農業体験研修：2件 

農業技術研修：3件 

女性向けツアー：2回 

女性新規就農者等交流会：4回 

女性新規就農者等マルシェ：4回

研修・ツアー等参加者計：104 名

農地保有合理化事業 

年度末保有農用地等：6件 

管理委託契約：2件 

現地見回り：11 回 

年度末保有農用地等：6件 

管理委託契約：2件 

現地見回り：12 回 
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事業名 平成 29 年度 平成 30 年度 

野菜供給確保対策事業 

出荷予定量 

キャベツ：1,704.1 トン 

 にんじん：257.5 トン 

出荷予定量 

キャベツ：1,576.9 トン 

 にんじん：242 トン 

地域特産野菜供給確保対策

事業 

出荷予定量 

アシタバ：19.1 トン 

出荷予定量 

アシタバ：9.7 トン 

森林整備（森林施業造林） 

新植：20.95ha 

下刈り：249.04ha 

新植：29.06ha 

下刈り：239.58ha 

除伐：20.43ha 

森林循環促進事業 
主伐契約（注）：56.54ha 

木材の販売：23,102 ㎡ 

主伐契約（注）：12.26ha 

木材の販売：17,564 ㎡ 

林業労働環境整備事業 

セミナー：5事業体 

研修：16 名 

林業機械レンタル：29 台 

セミナー：5事業体 

研修：23 名 

林業機械レンタル：22 台 

林業労働力対策事業（宿舎借

り上げ） 

宿舎借上助成 

 新規就労者用：10 戸 

 都外就労者用：1棟 

宿舎借上助成 

 新規就労者用：11 戸 

 都外就労者用：1棟 

林業就業者対策事業 

研修等の開催 

 回数：2回 

 参加人数：33 名 

研修等の開催 

 回数：2回 

 参加人数：35 名 

林業新規就労者育成支援事

業 

集合研修日数 

1 年目就労者（4名）：16 日 

4 年目就労者（3名）：9日 

5 年目就労者（3名）：10 日 

指導員（3名）：3日 

 

集合研修日数 

1 年目就労者（3名）：16 日 

2 年目就労者（1名）：12 日 

4 年目就労者（2名）：9日 

5 年目就労者（2名）：10 日 

指導員（1名）：3日 

にぎわい施設で目立つ多摩

産材推進事業 
交付決定件数：1件 交付決定件数：6件 

林業事業体のレベルアップ

プロジェクト事業 
－ 

傷害保険、退職金共済助成 

 延べ 31 名 

林業機械レンタル助成 

 延べ 17 台 

東京の森林を支える未来の

担い手育成支援事業 
－ 

緑の少年団経費助成：10 団体 

指導員研修会参加：8名 

（注）主伐契約とは、財団がスギ等を伐採して、跡地に花粉の少ないスギ等を植林するために、

森林所有者と締結する契約を指す。 

 

（２）主な都の出えん金による事業の実績 

事業名 平成 29 年度 平成 30 年度 

森林循環促進事業（花粉の少

ない森づくり） 

主伐契約：56.54ha 

伐採契約：42.08ha 

主伐契約：12.26ha 

伐採契約：15.09ha 

分収林事業 
契約満了による処分地 

 16 か所、70.7ha 

契約満了による処分地 

 12 か所、25.82ha 

農家認証取得支援事業 

東京都 GAP 等認証取得：1件 

研修等：10 件 

東京都 GAP 等認証取得：6件 

維持更新：2件 

研修等：29 件 
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（３）指定管理者としての実績  

施  設  名 東京都立食品技術センター 

(1) 件    名 東京都立食品技術センターの管理運営 

(2) 指 定 期 間 平成 28 年 4 月 1日～令和 3年 3月 31 日 

(3) 目    的 公の施設の管理運営 

(4)内容 

所在地 千代田区神田佐久間町一丁目 9番地東京都産業労働局秋葉原庁舎内 

業務内容 

(1) 食品工業技術の普及、指導及び相談に関すること 

(2) 食品工業技術に関する試験、研究及び調査に関すること 

(3) 依頼により行う食品工業用の原料及び材料並びに加工食品等の試

験並びにその成績証明に関すること 

(4) 開放試験室の利用公開に関すること 

(5) 食品製造業者と農林水産業者との連携促進のための相談及び情報

提供に関すること 

(6) センターの施設、設備及び物品の維持管理に関すること 

(7) センターの使用料及び手数料の徴収 

(5)実績 

（件数・金額） 

年 度 平成 29 年度 平成 30 年度 

手数料 
依頼試験 

     345 件

958 千円

     708 件

1,004 千円

使用料 
 開放試験室試験機器 

    4,889 件

699 千円

    2,043 件

437 千円

技術相談･ 
実地支援 1,127 件 1,383 件

(6)経費 

年 度 平成 29 年度 平成 30 年度 

試験研究 13,809 千円 13,809 千円

技術支援 4,250 千円 4,250 千円

管理運営 52,042 千円 56,910 千円

建物維持管理 23,884 千円 26,160 千円

計 93,985 千円 101,129 千円
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